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司会（野口直良・本誌編集長） お集まりいた

だきまして有難うございます。「世界経済評論」

の新年号に３経済研究所のトップが現下の世界

経済をどのようにご覧になっているか，また

2024 年の展望についてお話を伺いたく本鼎談

会を企画いたしました。本日はよろしくお願い

いたします。

進む分断とグローバルガバナンスへの期待

浦田秀次郎 現在の世界経済の状況を一言で言

えば分断だと思います。国際的な観点から言え

ば米中対立，もちろんロシアのウクライナ侵攻

もありますが，中長期的に見ると米中対立が深

まる可能性が高いのではないかと思います。最

近，デカップリングではなくデリスキングとい

う言葉が聞かれますが，今までの状況と比べれ

ばやはり世界は分断の方向に進んでいるし，こ

の状況は暫く続くと見ています。これが国際情

勢における一番の心配事です。分断は多くの国

の国内でも進んでいます。特に米国で顕著で，

ヨーロッパも米国ほどではないにしろ進んでい

ます。また日本でも貧富の格差は広がってお

り，加えて世代間などいろいろな形で分断が進

んでいます。一方，貿易政策については 2007

年の世界金融危機以降は保護主義的措置が世界

中で増えてきています。経済的な被害の克服が

目的で保護主義が進んだ訳ですが，それだけで

はなく国内の格差の拡大が保護主義の根っこに

あるのではないかと考えています。こうした動

きが国際間でも保護主義的措置として広がり国

際貿易が抑制され，それが一層の分断を助長し

ている。米中の対立に加え各国の内的な分断が

国際社会の分断を深める最大の要因ではないか

と見ています。2024 年は米国大統領選挙が米

国国内の分断をさらに拡大させる恐れもあるで

しょう。その結果世界の経済成長は抑制される

と考えています。

深尾京司 米中のデカップリングのように世界

が西側とロシア，中国を中心とする旧東側の

国々が分裂を深め自由な貿易や直接投資，ある

いは安全保障が阻害されていくことを一番危惧

しています。関連して私の関心の一つは中国経

済の行方です。不動産の問題，年金の未整備の

問題などがありますが，私が研究しているのは

地方の問題です。中国の中で地方は置いてきぼ
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りになるのではないかという問題意識ですね。

日本の場合は 1970 年から 20 年ほどは企業が地

方に工場を立地する時代があって中央と地方の

経済格差が縮小しましたが，中国はそれが無い

中で高度成長が終わってしまい，外資はどんど

ん出て行ってしまうし沿海部の中国企業も東南

アジアに出て行きつつある。こうした中で，中

国の内陸や遅れたところはそのままになってし

まうのではないかといことを研究しています。

あともう一つは国際的な地政学のことです。

ジョージ・ケナンが『アメリカ外交 50 年』と

いう本に収められている 1950 年冬に行った講

演録の中で「アメリカは 20 世紀初め，米西戦

争のころは凄く安全であった，つまり安全保障

面で存立の脅威はほとんどなかった。それが

50 年後の今日，何故こんなに存立の危機に直

面する国になってしまったのか」という趣旨の

問題提起をしています。つまりは米ソの冷戦の

ことなのですが，彼はそうなってしまった背景

として，アメリカ外交の失敗を指摘します。で

はどうして失敗したかというと，一部の人は独

ソ戦時にソ連に武器貸与したりして助けたから

だと言いうのですが，これに対しジョージ・ケ

ナンはそうではないと言います。彼は 1930 年

代にアメリカに敵対する強国が３つあった，そ

れが日本とドイツとソ連だったのだけれど，３

カ国を同時に敵に回すことはできないのでソ連

とは宥和的に接したというのが彼の言です。そ

こからの彼の反省というのは「アメリカは戦間

期に法律家的，道徳家的に日本を始め他国に注

文を付けてきたけれどもう少し早く，日本に民

主主義が機能していた時代に連携を深めるべき

であった」といった趣旨のことを言うのです。

その意味では今起きていることに当てはめる

と，西側は中国とロシアという軍事大国と敵対

的な関係になっていて，あとは如何に他の国

を，例えばインドとかインドネシアとかを味方

に引き入れ，あるいは協力してやって行く体制

を作るかが大切かと思います。一方でインドな

どは最近権威主義的な政治情勢を見せています

が，西側はこれ以上敵対する国は作れないので

インドの言いなりになるのではないかと思えて

しまう，現状の難しさはそんなところにあると

思います。アメリカを中心とする西側の政策と

東西対立といわゆる中立国の民主主義はどうな
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るか，言論の自由はどうなるか，権威主義的に

なるのではないか，その辺りのことをアジ研と

しても研究して行きたいと考えています。

日下一正 日本としては中国との関係は生命線

なので，二国間ではなく他国も含めてどのよう

に付き合うか，アメリカ，インド，ASEANと

対話する時は常に中国を意識しながらやって来

ていると思います。新しい国際秩序，経済分野

だけだとNew International Economic Oder な

どは石油危機の時にも議論されたものですが，

様々な事象，例えば中国が国内問題を抱えてい

る状況も含めてどのようなベクトルをもって世

界の秩序が形作られていくのかが一番しっかり

見て行かなければならない点だと思っていま

す。国連，United Nations というのは戦勝国連

合のことで，これをもって戦後の国際機関とし

た訳ですが，ロシアと中国が中心にある国連は

今後機能してゆくのだろうか。こうした状況

下，地域を超えて志を一つにする国々が寄り添

うようなグローバルガバナンスをどう機能させ

るような形に構築してゆくか，もちろん経済関

係のブレトンウッズ Institutions もあるわけだ

けれど，その辺りの全体の安全保障を含めた

様々な対立軸がある中で，我々はどのようにグ

ローバルガバナンスをマネージする仕掛けを生

み出してゆくのか，というのは大きなテーマだ

と思います。これには知恵がいる訳です。アメ

リカは前の冷戦に勝った感覚があるのだけれど

当時のソ連の経済は韓国くらいのサイズで，今

日の中国と冷戦の時の仕掛けを適用しても全く

戦いにならない。安全保障の専門家と経済関係

の人たちはダイコトミーで別れてしまってい

て，安全保障関係の政策立案をする人には市場

経済で企業や人はどう動くかは全くイメージで

きない訳です。嘗てココムは，軍という政府が

コントロールする組織と，兵器につながる技術

を押えておけば対ソ連・東欧圏相手には役に

立ったけれど今や武器の多くは金融であったり

サイバーであったり IT，ドローンのような企

業が持っている民生の技術，製品，知財が戦い

の主戦場になっている。その意味でサプライ

チェーン問題など含めて経済安全保障というよ

く説明されていない概念が出て来たのだと思い

ます。そう意味で本誌の読者，特に実務家の方

は「ボンヤリとでも良いので全体像を見ながら
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自分たちのビジネス展開を考える」という意識

を持ってもらうことが重要と思いますし，その

役に立つ「世界経済評論」であれば良いと思っ

ています。

ルールの明確化で不確実性の低減を

浦田 米中対立が激しくなり不確実性が高まり

ビジネスがし辛くなる中で日本は何をすべき

か，何ができるかを議論する機会が増えている

のですが，不確実性を最小にするにはルールを

作り，遵守させることが重要だと考えます。

WTOが期待されたような役割を果たしている

のであれば WTO に頼れば良いのですが，ア

メリカも WTO のルールを遵守していないと

いう事実もありますし，中国も表面的には

WTOルールを遵守していると言いますが，実

際はかなり違反もしている。ではその中で日本

はどのように対峙していけばよいか，私は少な

くとも二つのアプローチがあると思います。先

ず WTO を補完する，あるいは WTO の下で

ルールを作る。そしてそのルールを基に自由化

を進める。もう一つはWTOで機能不全に陥っ

ている紛争解決機能を復活させることだと思い

ます。この二つが日本に求められる役割ではな

いでしょうか。前者については FTAを通じて

同じ考えを持つ国の間でルールを作って行く。

FTA というのは内容が包括的で，貿易の自由

化だけでなくて投資自由化や知財権の扱いなど

も含まれています。代表的なものとしては

CPTPP や RCEP があります。もう一つはプル

リラテラル協定という，ある一つの分野，例え

ば電子商取引について多くの WTO メンバー

を巻き込んでルール形成をしてゆく。そしてそ

れを遵守するようにリーダーシップを発揮す

る。日本はそれができる立場にあると思ってい

ます。一カ国で難しければオーストラリアや

EUの国々，あるいはカナダと一緒にやるなど

して積極的にWTOの問題に日本政府として関

与してほしいと思います。紛争解決に関しては

WTOの上級委員会が機能していないのでそれ

に代わる枠組みとして複数の国が集まって多数

国間暫定上訴仲裁アレンジメント（MPIA）と

いう暫定的な仲裁の場が作られており，日本も
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23 年 3 月に参加したわけです。そうした新し

い枠組みを使ってゆくことが大事ですね。一つ

の例として中国による日本からの水産物輸入に

関する規制問題が挙げられます。原発処理水の

問題で中国が日本からの水産物輸入を禁止する

というのはWTO違反であると考えているので

すが，MPIAには日本も中国も入っているので

すからこの枠組みを使って訴えてゆくべきで

す。そしてルールを遵守させることで確実性を

高めてビジネスをしやすい環境を作ってゆく必

要があると考えます。米中対立から派生する

様々な問題に対処するにもルール創り，それを

遵守することが解決策になるし日本はそこで

リーダーシップを発揮すべきだと考えます。

日下 浦田理事長が言われたように不確実性が

高まればビジネスや投資は本来の最適な水準よ

りも必ず下回るので，如何にして予測可能性を

高めるかが，世界経済を適切に回わし途上国を

含めた成長機会を与えるために重要なポイント

になると思います。日本のビジネスで言えば，

アメリカ主導で行われている中国絡みの制裁に

分かりやすさが必要です。ゴルフで例えれば

ボールを打った後でそこはOBだと言われるの

では駄目で，どこがフェアウェイでここからは

ラフであるという線引きが予め示されなければ

いけません。それがあればゴルフ場の設計が多

少雑でも，つまりルールが多少雑でもビジネス

というものは対応できるわけです。ラインが見

えないと過剰に安全サイドに振れてしまうので

動けなくなる。基本的には中国との関係は

ジョージ・ケナンの世界で言えば長期戦なわけ

ですよね。つまり Business as usual でやれる

部分と，ここは動かせない部分とを分けてあげ

ることが世界にとっても大切で，ASEANの多

くの国は中国と国境を接し，且つ，その経済圏

の中で「忖度」を迫られているので，もし

Quad のような取り組みにシンパシーをもって

ASEAN の国にも協力して欲しいと思うなら

ば，彼らが動きやすい空間を作ってあげる必要

がある。どこまで通常でどこからは争うと言う

線引きを明確にしてゆく必要があり，そのルー

ル作りを WTO に持ち込むことだけではなく

日本はアメリカと一緒にやって行くべきだと思

います。

浦田 WTOにもって行けると考えたのはあく

まで処理水の問題ですが日下理事長がおっしゃ

るとおり ASEAN と中国に関しては RCEP が

あるわけで，ASEANは RCEP の紛争処理機能

を利用することもあり得ます。RCEP の紛争処

理機能も WTO ともつながっているものです

が処理水に関わる海産物の禁輸措置は明らかに

WTO ルールに反しているので MPIA へ持ち

込むべきと持論を述べました。

日下 WTOはコンサルテーションから始まり

国内政治的に活用することは重要なことです

が，規範作りということになるとプルリラテラ

ルとか進化した FTA的なものを積み重ねてよ

り国々の広がりを持たせるということだと思い

ます。

浦田 ASEANについては欧米や日本などの西

側に全面的に配慮している訳ではないですし中

国に対しても同様の状況で，西側とも中国とも

貿易・経済関係を持ちたいという考えを持って

います。米中が対立し，日本は米国に寄って輸出

規制も米国に同調しているのですが，ASEAN

は同調していません。この先も ASEAN に対

しては西側か中国側かという二者択一の選択を

迫るようなことはいけないと思っています。正

に先に日下理事長がおっしゃった ASEAN の

動きやすい空間を維持してあげることが大切だ
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と思います。

日下 そういうことができるのが日本の貢献で

すね。アメリカの政策当局者は ASEAN も同

調してくれるのではないかと思っている節があ

る。それは ASEAN 内の明示的または隠れた

中国シンパの存在が良く見えていないからなの

かも知れませんが，日本はアメリカに対して

ASEAN諸国がどうすれば一緒に動けるかを知

恵出しし，共に働きかけることができる立場で

す。

深尾 アメリカの安全保障貿易管理はASEAN

にもかかっている訳ですよね。つまり国レベル

でなくともアメリカの製品とかアメリカの技術

を使った戦略的に重要な財・技術を中国に輸出

する場合には，ASEANの企業は米国の規制を

うける可能性があるわけですよね。日本企業も

含め米国の貿易管理およびその政策に関する不

透明性・不確実性は貿易を萎縮させるので，ア

メリカと調整すべきはその点なのでしょうね。

日下 国対国ではなくビジネスの場合は共通の

言語を喋るわけで日本のビジネスの関心とアメ

リカのビジネスの関心とは同じなのだと思いま

す。一方政府間の話になると日本は知恵は出す

けれどアメリカ政府を動かすときにはアメリカ

のビジネスも動かして議会や商務省やホワイト

ハウスに同じ方向のメッセージを投げることが

大切だと思います。

浦田 難しいのはどの技術が軍事技術に結びつ

くか見極めることだと思います。どの技術も

デュアルユースなのでアメリカ政府自身もどの

製品，どの技術を規制するのが適正なのかとい

うのは状況によって変わっている。要はアメリ

カ自身が変わっているのでその情報を日米どっ

ちのビジネス界が早くキャッチするかという

と，当然アメリカの企業なわけです。日本に

とっては政府がアメリカ政府からいち早く情報

を掴んでビジネスにフィードバックしてあげる

ことが重要だと思います。

日下 そこはインテリジェンス間の信頼関係で

すね。法整備は進んでいますがセキュリティク

リアランスを取得して，日本の規制当局と米国

の規制当局が情報交換して本音で調整する必要

があります。しかし日本の組織文化の中で未だ

セキュリティクリアランス自体が浸透しておら

ず，企業の中にはそれを忌避する人もいる。そ

うするとアメリカとしては日本，日本企業には

情報が出せないということになってしまう訳

で，日本がファイブアイズに入れない最大の理

由もここにあるわけですね。

深尾 ASEANの話がでましたが，韓国も日本

にとっては大変重要な国ですね。次の大統領選

でどうなるかという不確実性や，中国と非常に

深く経済的に結びついているという問題はあり

ますが，丁度 EUの前身ができた時の西ドイツ

とフランスのように日韓の一人当たり GDP は

ほぼ同じで，民主主義も根付いている。パート

ナーになりうる国としてもっと真剣に考えた方

良いと思っています。その意味では今は関係を

深めるチャンスであるかもしれません。特に韓

国の尹大統領は処理水については国際的な基準

を満たしているとして日本を支持していますし

中国とは異なる立場で対応しています。

インドは製造業育成が焦眉の課題

浦田 インドについてはどうご覧になっていま

すか？ 私はインドが高成長を持続する可能性

があると思う一方で国内政治の問題や規制改革

がなかなか進まない中で徐々に成長率が下がっ

てゆくのでなないかという，真逆のシナリオの
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両方ありうると思ってみています。プラス面で

は人口ボーナスがあと 20 年くらい続くこと，

国民の多くがスマホをもってキャッシュレスの

世界に馴染んでいるように，デジタル経済が進

んでいること，インド工科大学のようなところ

から高度人材も沢山輩出されていることなどが

挙げられます。一方でマイナス面では国内の調

整が難しいことから貿易自由化が進んでいない

ことが挙げられます。外資やサプライチェーン

を呼び込もうと言う政策を立ち上げているので

すが，貿易面での保護主義が壁となってサプラ

イチェーンも呼び込めていません。個人的には

プラス面がマイナス面を凌駕しているとは思い

つつもこの現状を見るとインドが現在の高成長

を持続させるのは簡単ではないとも思えてしま

います。

深尾 リチャード・ボールドウィンの本『世界

経済 大いなる収斂』の中に，3 つのアンバン

ドリングという話がありますね。１つ目のアン

バンドリングは 18 世紀後半以降の輸送技術の

発展等で，資源があるところと生産するところ

と消費するところを別にすることが可能になっ

たこと。これで英国は世界の工場になった。２

つ目は，20 世紀末の情報通信技術の発展に

よって，全社の統括，企画，R&D 等を行う本

社の場所と生産する場所を切り離すことができ

るようになったので，アメリカ企業も日本企業

も安価な生産が可能な中国等でものを作って世

界に売ってきた。３つ目は今後，情報通信技術

の更なる発展で，労働者が存在する場所と頭

脳・肉体労働を提供する場所が分離できるよう

になるという，リモートワークの可能性です。

その観点で第１，第２のアンバンドリングには

インドは向かない国かも知れないけれど，一部

の人は非常に高い教育，例えばエンジニアリン

グとか数学の高等教育を受けていて，そういう

人が英語も話せて仕事ができる訳なので全然別

の第３のアンバンドリングの最大の受益者のひ

とつはインドの労働者なのではないかと思って

います。インフラが立ち遅れていることで普通

の工業化は出来ないかも知れないけれどサービ

スは生産性が上がって合理化が進んでいる。最

近，インドの中央銀行が支援してインド経済に

ついて産業別に生産性を詳細に計測できる

India KLEMS というデータベースが整備され

ました。それによるとサービス分野の全要素生

産性が急上昇する一方，製造業では生産性が上

がっていない。その意味ではインドは通常の工

業化とは違う形での経済発展を達成しつつある

のかなと感じますね。少なとも従来のイギリス

や中国の工業化ではない別のパターンが起きて

いると感じます。

日下 分析のとおりと思います。以前インドが

タイと FTAを結ぶと言った時，インドは自分

たちの製造業がタイと伍していると思っている

のだろうかと懐疑的に見てしまいました。タイ

はタイでありながら日本をはじめ外資が沢山あ

り，ドアを開けた途端にインドは席巻されてし

まうと思いました。その意味で今深尾所長が言

われたようなことをインド人自身はどう考えて

いるかという思いです。あと政治的なことにな

るのでしょうが，IT で食って行ける労働力は

限られている。国民の大宗を養ってゆくには食

糧生産を含め，繊維産業のようなエントリーレ

ベルの製造業で工業労働者を育成してエンパ

ワーメントする，あるいは更に教育された次の

世代に引き継がせどれだけ多くの国民を食わせ

て行けるかが政治の課題だと思いますね。先

だって，インドの途上国リサーチ情報システム

センター（RIS）のチャトルベディ所長やイン
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ドを代表するエコノミストであるスーマン・ベ

リー氏達と議論した際にも口々に「インドは中

国に勝てるのだろうか」と問われたのですが，

それがインドが RCEP にひるんだポイントに

もなっていると思いました。しかし，インドは

巨大人口を抱え消費も旺盛ですから当面市場を

守り，ビジネス・投資フレンドリーな環境を造

れれば日本企業は成長する国内市場を当てにし

てインドに投資をするだろう。日印企業のパー

トナーシップの中で人材育成を含めて製造業を

強化して行けば大化けするかも知れないと話し

ましたがインドはなかなか難しいですね。

司会 ありがとうございます。ここからは各研

究所が抱える課題や地政学的リスクや分断の危

機に直面する世界経済に対し研究所としてどの

ように対峙してゆくかお聞かせ下さい。

浦田 RIETI では経済産業省やその他の省庁

の政策立案に貢献できるような経済政策に関す

る理論的および実証的な研究を行っています。

従いまして，研究テーマとしては日本経済・社

会が直面している問題になるわけですが，具体

的には少子高齢化，国際経済，地域経済，イノ

ベーションなど多岐にわたっています。近年で

は分析の手法（枠組）として証拠に基づく政策

立案（EBPM）という視点を重視しています。

また，先にいくつかの研究テーマの例を挙げま

したが，それらの中で，日下理事長の仰った現

在特に注目されている地政学的リスクや気候変

動の問題なども取り上げています。研究成果に

関しては研究面においては学術誌や学会での発

表という形をとるわけで比較的に評価は容易な

のですが，政策立案への貢献という面では研究

成果がある政策に反映されたかどうかを判断す

るのは難しく，したがって評価も難しいわけで

す。この点とも関連しますが，RIETI の政策

立案への貢献にかんしては，政策当局の

RIETI への要望・期待を的確に掴むことが重

要なわけですが，そのためには政策当局とのコ

ミュニケーションを緊密に行う必要がありま

す。それが一つの課題であると思います。

深尾 私も RIETI のファカルティ・フェロー

なので時々思うのですが，経済産業省の企画担

当等の若手の方々と話をすると，政策を構想す

るための前提となる日本や世界の方向性につい

て悩んでいるように思います。やはりブレーン

ストーミングをやる必要があるのではないで

しょうか。昔，村上泰亮東大教授がリーダーに

なって，通産省の現本館が建ったばかりの 1985

年頃，一番上の階の大会議室で若手の通産官僚

と若手学者を集め一緒になって議論をしました

ね。高名な研究者による「世界の中の日本を考

える懇談会」と並行して，若手の集まりが多数

開かれました。ああいったことを RIETI，あ

るいはアジ研も一緒になってやって行くのも良

いかも知れません。あともう一つは，アジ研の

場合は現地の言葉を喋り，現地で調査研究する

地域研究者を育てることを重視してきた組織

で，方向転換が難しいのですが，RIETI は外

部の研究者が多い，ある意味，身軽な組織なの

ですから，大学のように学術論文刊行だけを目

指すよりも，日本政府なり経済産業省とすり合

わせた上で，新しいテーマに注力することがで

きるし，それが大切かと思います。

日下 RIETI のブレーンストーミングセッ

ションの BBL（Brown Bag Lunch Meeting）

はどのようになっていますか？ 経済産業省は

もちろんのこと他省庁，あるいは外国の識者や

大学関係者などが論文をまとめた機会に発表し
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てもらうようなことはされているのですか？

浦田 BBL は経産省や他省庁による政策の説

明，内外の研究者による注目すべきテーマに関

する発表，ビジネス界などからの新しい動きな

どについての発表の場として活発に実施してい

ます。BBL はコロナになってからオンライン

で行っているのですが，オンラインのメリット

とデメリットがあります。メリットとしては外

国にいらっしゃる方など多くの方々に参加して

頂けることがあります。デメリットとしては

BBL 前後での聴衆の方々同士や発表者との交

流ができないことがあります。そこで将来的に

は対面とオンラインのハイブリッドで行うこと

を検討しています。

深尾 アジ研は，1960（昭和 35）年に前身と

なる財団法人から通商産業省（当時）所管の特

殊法人として設立されましたが，以来すべての

開発途上国・地域を対象とした現地主義，実証

主義に基づく調査研究を実施しています。21

世紀に入ってからはアジア・太平洋地域の途上

国の高成長と国際分業の深化が世界経済を牽引

してきた訳ですが，中国・インドなど新興国の

台頭と米国のリーダーシップの相対的低下，

EUの混迷などから国際経済・安全保障システ

ムは大きく変化しました。正に不確実性の高ま

りですね。アジ研は地域研究，開発研究などの

視点から総合的にこれらの課題に取り組む必要

があります。一つはグローバルバリューチェー

ンがどう変質しつつあるかということ。これを

OECD や WTO と一緒に研究をしています。

またアジ研には経済地理シュミレーションモデ

ル（アジ研 GSM）があるのですが，デカップ

リングによって例えば GDP がどう減るか，産

業構造がどう変わるかという分析を行っていま

す。こうしたアジ研固有の知見を益々伸長させ

て行きたいですね。

日下 私が考える ITI の課題は，多様性をどの

ように作って行くかという点と，国際貿易投資

という冠を被っていますが日本の識者だけで議

論されている部分を外国の識者も交えて議論で

きる場にしてゆくことが大事だと思っていま

す。最近は ERIA（東アジア・ASEAN 経済研

究センター）の研究者にも参加してもらう機会

がありましたが引き続きこの点は意識してやっ

て行きたいですね。それから女性の研究者に

もっと参加いただけるようにネットワークの拡

充や見直しを図る必要があると思っています。

財団法人として設立されたアジ研の初代理事長

は財界の重鎮であった小林中（あたる）氏でし

たが，ITI も日本貿易会時代に当時の会長で

あった三井物産の水上達三氏が「物を右から左

に動かす商社のようなことだけをしていては駄

目だ，やはり地域研究をしっかりやらなければ

いけない」との思いで作られた貿易研究所が前

身になります。おそらくはアジ研の前身である

満鉄調査部の活動を中国駐在時代の若かりし水

上氏が見ていて，それに触発されたのかも知れ

ませんね。我々３つの経済研究所はそれぞれの

もつ特徴を活かしながら今後も密接に意見交換

ができればいいですね。

（この鼎談は，2023年9月20日に行われました──編集部）
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